
はじめに

集団検診の受診者数は市町村がその正確な数を把握し

ているが，職域型や任意型検診に関しては，市町村と連

携がとれていないためにその正確な実数を把握するのが

困難である．現在では，それらの検診の受診者数の値は，

標本集団からのアンケート回答によって，母集団の受診

者数を推定し，受診率を確定している１‐３）．神奈川県や山

形県などの地方自治体では，職域がん検診受診率を調べ

るために，県内の会社企業から無作為に抽出した企業に

対して，郵送によるアンケート調査を行っている．その

回答から全体の検診受診者数の推定を行い，がん検診受

診率の算定を行っている１，３）．東京都のがん検診実態調査

では，住民基本台帳から層化二段無作為抽出法により抽

出した住民に対する郵送によるアンケート方法を用いて

受診率の算定を行うと同時に，都内の事業所および健康

保険組合から無作為抽出を行い同様に郵送アンケート調

査により職域がん検診受診率を算定している２）．一方国

民生活基礎調査でも，層化無作為抽出法を採用し受診率

を算出している４）．

標本抽出により母集団の結果を推計するには，少なく

とも母集団からの標本抽出が無作為に行われていること

と，標本集団からの回答が正確であることが必須条件で

ある．一般的なアンケート調査の方法としては，郵送方

式などが用いられているが，回収率が大きく変動する．
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要 旨 本研究は，がん検診が始まる前に行われたアンケート調査が受診率に与える影響を検討するこ

とと，はがき調査回答者の受診状況のデータを基に，母集団の受診率を推計するときの問題点を検討す

ることを目的とした．われわれが行った先行研究の，A市の肺がん検診対象者（地域検診と任意型・

職域検診）の４０歳から５９歳までの１９００６人を対象とし２０００人を無作為抽出（アンケート群）し，アンケー

ト調査およびはがき調査を行った結果を解析した．アンケート群と非抽出群における実際の肺がん地域

検診受診率の差を検討した．さらに，受診後に行われたはがき調査から任意型・職域検診の受診率の推

定を行った．地域検診受診率は，アンケート群では１４．５％で非抽出群の６．７％と比較して有意に高かっ

た（p＜０．０１）．任意型・職域検診受診率は，はがき調査から推定でき，アンケート群で９．０％となり，

非抽出群の４．２％と比較して有意に高かった（p＜０．０１）．はがき調査による地域検診受診者数は６０人で，

A市による調査実数６１人とほぼ一致した．その時の受診率は５４．１％で，実際の受診率と比較して約４

倍となった．アンケート群の受診率が非抽出群の受診率よりも有意に高くなったことは，アンケートを

行ったこと自体が受診率に影響をもたらしたと考えられた．またアンケートに回答する人は，受診者に

多くみられたことから，アンケートによる受診率の推計は回収率に影響された．アンケート結果の解析

方法によっては，任意型・職域検診受診率を推計できた．
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無記名方式で報酬がない場合には回収率がより低くなる

ことが知られているため，回収率向上のために種々な方

策がとられることが多い５）．また最近では，アンケート

回答群と未回答群とでは受診率が有意に異なる傾向があ

ると報告されている６）．このようにアンケートから得ら

れたデータを基に母集団の検診受診率を推計するときに

は，問題が生じる．

われわれの先行研究７，８）では無作為標本抽出集団に調査

項目を最小限に絞ったアンケート調査（性別，年齢，健

康保険，嗜好品，がん検診に関する事項等の質問）を行

い，がん検診終了間近にはがき調査により受診状況（受

診の有無，受診場所）を調べた．アンケート調査時に配

布した肺がん検診のリーフレットが受診率に影響を及ぼ

したか否かを検討した結果，リーフレットは受診行動意

識を高めるにとどまった７）．さらに，その後の研究で，

自治体から得られた実際の受診率からリーフレットやア

ンケート調査項目による受診率への影響の有無を検討し

た結果からも，有意な受診率向上を確認することができ

なかった８）．本研究では，これらの対象者から得られた

はがき調査結果及び自治体所有の受診率のデータを比較

検討することで，がん検診が始まる前に行われたアン

ケート調査が受診率に与える影響を検討した．また，は

がき調査回答者の受診状況のデータを基に，母集団の受

診率を推計するときの問題点を検討した．

研究方法

１．対象地域の特性

対象地域は徳島県の市町村の中でも人口が比較的多い

地域で，肺がん検診受診率の低い地域である．２０１２年１０

月１日の徳島県人口推計（徳島県公表値）によると対象

地域は７５，３３２人である９）．人口構成に関しては，４０歳か

ら５９歳までの人口の割合は全人口の約２５％であり，男女

比は１：１．０２で，わずかに女性が多い（表１）．A市の

２０１０年度肺がん検診受診率は，県の平均受診率１０．９％（男

性１１．１％，女性１０．８％）に対して，６．６％（男性７．１％，

女性６．３％）であり低かった１０）．

２．対象者および対象データ

２０１１年度に行われた肺がん検診受診に関するわれわれ

の先行研究７，８）で対象となった A市に居住する４０歳から

５９歳の２０００名を対象とした．また，はがき調査で得られ

た肺がん検診受診状況（肺がん検診を受診したか否か，

または受診予定かどうか，受診または受診予定の場所は

どこか）のデータと，A市で行った市町村事業による

実際の肺がん検診受診データを対象とした．

３．解析方法

１）はがき調査回答者の肺がん検診受診率の解析

われわれの先行研究７，８）で対象となったアンケート調査

実施者（以下アンケート群）と抽出されずアンケート調

査の対象とならなかった非実施群（全対象者―アンケー

ト群）（以下非抽出群）の２群における受診率を比較検

討した．受診の有無は，アンケート群に対してがん検診

受診後に行ったはがき調査による回答と A市での市町

村による集団健診の受診状況のデータを基にした．また

はがき調査の回答と実際の受診状況を比較検討した．

表１ 肺がん検診対象者および受診者数

肺がん検診対象者数 地域検診対象者数 地域検診受診者数（受診率％）

総数 アンケート群 非抽出群 総数 アンケート群 非抽出群 総数 アンケート群 非抽出群

１９００６ ２０００ １７００６ ４００６ ４２２ ３５８４ ３０１（７．５） ６１（１４．５） ２４０（６．７）

性別

男性 ９３９２ １０００ ８３９２ １０８０ － － １０７ ２３ ８４

女性 ９６１４ １０００ ８６１４ ２９１６ － － １９４ ３８ １５６

年齢階層

４０～４４ ４４３８ ５００ ３９３８ １０６８ － － ７３ １４ ５９

４５～４９ ４３９６ ５００ ３８９６ ７６３ － － ６１ １１ ５０

５０～５４ ４６２４ ５００ ４１２４ ８２３ － － ５１ ８ ４３

５５～５９ ５５４８ ５００ ５０４８ １３５２ － － １１６ ２８ ８８

総数は調査時の A市集計データによる
―は不明であることを示している
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２）任意型・職域検診受診率の推定

本研究におけるがん検診対象数には，A市の働き盛

りの年齢層（４０歳から５９歳）に属する全対象住民からの

無作為標本抽出を行ったことから，任意型検診および対

策型検診受診者の両方が含まれている．はがき調査では

両方が含まれているが，A市のデータでは A市が行う

市町村事業による地域検診しか含まれていない．分類と

しては，市町村事業によるがん検診対象者は，（４０歳以

上の住民）－（４０歳以上の就業者）＋（４０歳以上の農林

水産業従事者）として集計されることより１０），本研究で

は，これらを地域検診，それ以外を任意型・職域検診と

した．そこで，地域検診対象者数と任意型・職域検診対

象者数との比率を，無作為標本抽出群にあてはめ，実際

の市町村事業におけるがん検診受診者の数とはがきによ

る受診状況の回答とを比較検討することで，A市の全

住民における任意型・職域検診対象者数を求め，肺がん

検診受診率を決定した（図１）．

３）推定方法

任意型・職域検診受診者数および受診率は図１に従っ

て計算を行った．

①母集団の構成から標本抽出集団構成の推定

母集団のがん検診対象者の種類別（地域，任意型・職

域型）の割合（X（p）＝４００６，X（i）＝１５０００）から，標本

抽出集団の地域検診対象者数の割合（x（p）, x（i）, c（p）, c

（i））を，前者の比率４００６：１５０００によって決めた．アン

ケート群は，

x（p）＝４２２（２０００×４００６／（４００６＋１５０００）），

x（i）＝１５７８（２０００×１５０００／（４００６＋１５０００）），

c（p）＝３５８４（１７００６×４００６／（４００６＋１５０００）），

c（i）＝１３４２２（１７００６×１５０００／（４００６＋１５０００））

とした．

②地域検診対象者数と任意型・職域検診対象数の割合の

推計

はがき調査の結果から，地域検診対象数と任意型・職

域検診対象者数（x１（p），x１（i））を推定した．５２５人の回

答を得られたことから，x１（p）＝１１１，x１（i）＝４１４となっ

た．

③地域検診受診率と任意型・職域検診受診率の決定

x１（p），x１（i）とはがき調査による受診状況（地域検診

受診者数 p１，任意型・職域検診受診者数 i１，受診形態不

明者数 s１，未受診者数 u１，）の回答から，受診率を求め

た．また，はがき調査結果（p１）と A市での受診状況

報告（P１）との比較から，無作為標本抽出での任意型・

職域検診受診者数（I１）を推定し受診率を計算した．さ

x（p），x（i），x１（p），x１（i），c（p），c（i），I１，Iは推定値を表し（破線矩形内），それ以外は実数（X，X（p），X（i），P１，Pは A市の調べ，
p１，i１，u１，s１ははがきでの回答）である．

図１ 肺がん検診対象者および検診受診者の実数と推定値
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らに同様に非抽出群における任意型・職域検診受診者数

（I）を推定し受診率を計算した．

またこれらの結果から A市全対象者の任意型・職域

検診受診率を推定した．

４）統計解析方法

それぞれの統計解析は，エクセル統計２０１０年版（ver

１．０４，SSRI，東京）を用いて行った．

４．倫理的配慮

本研究は以下の倫理的配慮に基づき行われた．

地域住民を対象にアンケート調査を実施するものであ

るため，関連する行政機関の許可を得た．本研究は，２０１１

年３月２８日に徳島大学病院臨床研究倫理審査委員会にお

いて承認を受けた（番号１１５６）．依頼文，アンケート用

紙および返信用封筒を封入して，それぞれの対象者に郵

送した．また市町村事業による肺がん検診終了後，往復

はがきを送付した．返送をもって研究に同意が得られた

と判断した．

結 果

１．地域検診受診率

２０１１年度の肺がん検診終了後に，われわれの先行研

究７，８）の対象となった２０００名のうち，実際に市町村事業と

してのがん検診を受診した人数を A市で調べてもらっ

た．調査では，職域検診受診者数や，任意型受診者数は

把握できないため，人数は市町村事業におけるがん検診

受診者数（肺がん検診対象者数－就業者数＋農林水産業

従事者数）のみとなった．アンケート群で受診した人

は，６１人（男性２３人，女性３８人）で受診率は１４．５％（６１／

４２２）であった．非抽出群では，受診者は２４０人（男性８４

人，女性１５６人）で受診率は６．７％となった．アンケート

群と非抽出群との受診者数の性別比に関しては有意な差

はみられなかった（表１）．また抽出群の受診率は有意

に高かった（p＜０．０１）．

２．任意型・職域検診受診率

われわれの先行研究７，８）では，市町村事業による肺がん

検診終了後，返信用はがきにより，受診状況調査を行っ

た．回答のあった住民は，５２５人（回収率２６．３％）であっ

た．アンケート群でのはがき調査の結果（図１），地域

検診受診者数（予定を含む）p１は５９人で，A市での実際

の受診者数 P１は６１人であった．はがきの回収率は２６％

であったが，はがきに回答した人だけが実際にがん検診

受診を行っていることが示され，回答の信頼性は非常に

高かった．また任意型・職域検診受診者数（予定を含む）

i１は１３８人であり，受診形態不明３人を按分（地域検診で

１人，任意型・職域検診で２人）すると，抽出群での任

意型・職域検診受診者数 I１は，１４２人（６１×１４０／６０）と

推定された．この結果，アンケート群での肺がん検診受

診率は１０．２％（（６１＋１４２）／２０００）であり，地域検診受診

率は１４．５％（６１／４２２），任意型・職域検診受診率は９．０％

（１４２／１５７８）となった．

非抽出群では，地域検診受診者数は２４０人であること

から，任意型・職域検診受診数 Iは，アンケート群で求

められた地域検診受診者数と任意型・職域検診受診数と

の比を適用し，I＝５５９（６１：１４２＝２４０：I）として推定

できた．その結果，地域検診受診率は６．７％（２４０／３５８８），

任意型・職域検診受診率は４．２％（５５９／１３４２２）となり，

全体の肺がん検診受診率は４．７％（（２４０＋５５９）／１７００６）

と推定された（表２）．

表２ 肺がんの任意型・職域検診受診率（推計）

対象数 受診数 受診率（%）

検診全対象者 １５０００ ７０１ ４．７

アンケート群 １５７８ １４２ ９．０

非抽出群 １３４２２ ５５９ ４．２

はがき調査による任意型・職域検診受診数と地域検診受診数の比
を基に，母集団とアンケート群の対象数と地域検診受診数から，
任意型・職域がん検診受診数を推定し，受診率を算定した．

考 察

１．分析対象者の特性

市町村による検診の実態調査はほとんど行われていな

い．２００８年度の東京都がん検診実態調査報告書２）による

と，５つのがん検診について，受診率，検診内容，検診

機会等を詳細に把握するのは，全国で初めてであると

謳っている．標本数は４０歳以上の男性２０００人で人口階層

別（１０歳ごと）で約２０％から３０％，２０歳以上の女性では

３０００人（２０歳から３９歳は１０００人）で人口階層別約１５％か

ら２０％の割合で，標本抽出を行っている．この標本数は

全人口のわずか０．０４％と非常に少ない．本研究で対象と

した４０歳から５９歳の年齢層の対象標本数は，肺がん検診

の対象となる人数が男性，女性でそれぞれ９３９２人，９６１４

人とほぼ同数であったことから，年齢階層別に男性１０００

人，女性１０００人と，合計２０００人で全体の約１０％の標本抽
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出を行った．対人口割合では２．７％と東京都２）の抽出割合

と比較すると１００倍程度，対象標本数としては多いこと

から，得られるデータの信頼性は高い．さらに本研究は

郵送方式による無作為抽出・無記名自由回答方式の採用

により，回答者に強制力が働かなかったことから回答の

内容はこれらのバイアスがなく信頼性が高いと考えられ

た．

２．受診率推定の問題点

アンケート群の地域検診受診者が６０人（予定者および

受診形態不明の按分を含む）であったが，この数は実際

の地域受診者数の６１人とほぼ一致した．このことは，肺

がん検診を受診したほとんどの人たちはアンケートやは

がきに回答を行うが，検診を行わない人たちは，回答の

意志がみられないことを示している．がん検診受診率を

はがき調査結果だけから計算すると，アンケート群では

５２５人の回答のうち地域検診対象者 x１（p）が１１１人（５２５×

４００６／（１５０００＋４００６）），任意型・職域検診対象者 x１（i）

が４１４人（５２５×１５０００／（１５０００＋４００６））と推定される．

地域受診率は５４．１％（６０／１１１）と非常に高くなるが，実

際には１４．５％（６１／４２２）と低い値となった．標本抽出か

らの推定値は実際の約４倍もの過大評価となってしまっ

ている．このことは，標本抽出集団からの自主的な回答

をもって，その集団全体を評価することは非常に危険で

あることを示唆している．目的によっては，標本抽出か

らの回答率で補正した値が真の値に近くなるということ

を念頭にいれる必要があると考えられる．本研究の場合

には標本抽出者受診率×回収率と仮定すると１４．２％

（５４．１×２６．３／１００）になり，実際の値１４．５％とほぼ同じ

値になる．このような事象は，島田らによっても報告さ

れている６）．仙台市民３０００人への調査票配布によるがん

検診受診率の推計において，回答者（回収率６５．５％）の

みで算出した受診率は実際の受診率を過大評価している

可能性があるとともに，未回答者はほとんど受診をして

いないことが示されたとしている．この結果は，自治体

調査による実際の数と回答者から得られた受診者数がほ

とんど一致していることにより，未回答者は受診をして

いないと判断する本研究結果とも一致している．また山

形県庄内地区でのがん検診受診者への２回の匿名アン

ケート調査によっても，働く男性，女性に受診の阻害要

因を排除したモデル検診受診者では１００％，通常の地域

がん検診受診者では７７％と非常に回収率が高かったと報

告されている１１）ことから，明らかに受診者ではアンケー

トに答える率が高いといえる．

３．受診行動への影響因子

われわれの先行研究７，８）では，リーフレット配布はがん

検診受診行動意識に影響をあたえることが，アンケート

調査の結果から考えられたが，抽出された配布群と対照

群との実際の受診率の差は認められなかった．原因とし

ては，意識変容があったとしても，ただちに行動に結び

つくのではなく，ある程度の時間が必要なためではない

かと考えた．しかし，すべての肺がん検診対象の実際の

受診率を詳細に検討した結果，何も介入しない非抽出群

（約１７０００人）と比較すると，研究対象として抽出を行っ

たアンケート群（２０００人）の受診率が有意に高いことが，

本研究で示された．このことは，調査項目を最小限に絞っ

たアンケートを行ったこと自体が介入となり，意識変容

を起こし，受診行動へつながったことを意味している．

われわれの過去の研究でのアンケート調査では，リーフ

レットの影響に着目しアンケートそのものの回答者への

影響を検討していなかったが，非常に簡潔で，短時間で

回答ができるアンケートでも回答することにより，実際

には受診意識に影響をもたらしていたことを示唆してい

る．島田らの報告６）では，回収率６５．５％と非常に高い集

団の胸部 X線検査の受診率が６７．８％であったが，地域

保健・健康増進事業報告による実測値は１４．０％と大きく

低下していた．これは回収率を考慮すると，アンケート

や電話依頼が影響し，受診行動へつながったものと考え

られる．これらのことから，がん検診受診率の向上の方

策としては，個人や集団へ直接的に届く啓発を行うこと

が大切であると考えられた．

４．任意・職域型受診率の推計

がん検診受診率を算出するにあたり，市町村事業によ

る地域検診受診率は正確な数値となるが，任意型・職域

検診受診率は全数調査を行うことが困難であることから，

推計とならざるをえない．前述したように，がん検診受

診率をアンケートなどによって調査することは，回収率

により変動し，実際と比較すると過大評価となると考え

られる．本研究で用いたような推計をすると，誤差は生

じるものの，標本調査により受診者数が推計できると考

えられる．すなわち，無作為標本抽出法によるアンケー

ト調査により，地域検診受診率と任意型・職域検診受診

率とを計算するととともに，その比率を求める．実際の

地域検診受診率にその比率を乗じることにより，任意

型・職域検診受診率が推計できると考えられる．このよ
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うにすることで，受診した人だけが回答するといったこ

とによる受診率の過大評価を防ぐことができる．

本研究で示された A市での肺がんの地域検診受診率

は７．５％であった（表１）．本研究対象は働き盛りの世代

の人たちであることから，職場検診や人間ドックなどの

検診を多く受けているのではないかと考えられた．しか

しはがき調査結果からの推計による任意型・職域検診受

診率は４．７％（（１４２＋５５９）／１５０００）とさらに低い値とな

り，全体での受診率は５．３％（（６１＋１４２＋２４０＋５５９）／

１９００６）となる．徳島県の肺がん検診受診率は厚生労働

省発表の国民生活基礎調査４）では約１９．６％（２０１０年），２０１０

年度地域保健・健康増進事業報告の（地域検診）１２）では

１１．２％であるので，任意型・職域検診受診率が A市よ

りも高いことがわかる．異なっている理由として，A

市は徳島県の人口構成を反映していないことが考えられ

たが，前述したように国民生活基礎調査の結果が過大評

価となっている可能性も否定はできない．

最近では，山形県内の自治体（庄内地区）（総人口約

３２万人）でも職域検診と任意型検診の受診者数を把握す

ることを目的として，アンケート調査を行った報告があ

る１３）．１６３２２事業者のうち１０００事業所の従業員５０００人を

抽出して調査した（回収数２３８８，回収率３９．８％）．この

結果，２００８年度の肺がん検診受診率は３７．７％（９０１／２３８８）

であったが，地域検診受診率４８．６％（５０８９８／１０４８３６）と

比較すると A市と同様に，任意型・職域検診のほうが

低かった．さらに後の報告１１）で職場での受診率は２７．４％

としていることから，任意型は１０％前後であると考えら

れた．また考察のなかで，関係機関の協力を得た調査結

果であるが，他の健保組合で他県からの巡回バスや人間

ドックなどの医療機関受診者，そして同県内であっても

人間ドックを実施していない医療機関や管外医療機関そ

して簡易な検診や郵送におけるがん検診に関しては調査

の限界があるとしている．すなわち，被保険者居住地と

保険者所在地との差異がある場合には完全把握が不可能

であると結論づけている．

最後に本研究の限界として，ランダムサンプリングに

より対象者抽出にバイアスがかからないように考慮した

ものの，回収率や一つの市を対象とした結果であること

から，一般化するには限界があると考えている．

結 論

A市の肺がん検診対象者のうち４０歳から５０歳代（人

口の２５％）を対象として行ったわれわれの先行研究で，

アンケート調査の後に行われたはがき調査による受診状

況のデータと A市所有の受診状況のデータとを新たに

比較検討しなおすことで，がん検診受診に関する新たな

知見が得られた．A市では働く世代の市町村事業にお

ける肺がん検診（地域検診）受診率７．５％に対して，任

意型・職域検診受診率が４．７％であることが推定された．

またがん検診受診率を求めるさいに，郵送式アンケート

調査による結果を x％とすると，実際の受診率は回収率

y％に大きく依存し，x×（y／１００）％に近くなる可能性

が高いことが示された．さらにアンケート調査自体が介

入となり，受診行動へ有意に影響を与えることも示され

た．受診率を比較したり，推移を検討したりするときに

は，これらのことを念頭におく必要があると結論づけら

れる．
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Evaluation of estimation of lung cancer screening rate in questionnaire group
and non-selected group
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Abstract The purposes of this study are to evaluate the effect on the screening rate by questionnaire

survey conducted before the cancer screening begins, and to clarify the problem when estimate the

screening rate of the population on the data of the examination situation of postcard survey respondents.

The data of questionnaire and postcard survey obtained from our previous research where men and women

aged４０ to５９ years old for lung cancer screening（population screening by municipality“A”city, and

occupation-related and opportunistic screening）of１９，００６were targeted and２０００（questionnaire group）

were selected by random sampling method, was newly analyzed again. The difference of population

screening rate between a questionnaire group and a non-selected group was compared. And occupation-

related and opportunistic screening rate was estimated by postcard survey after screening. The population

screening rate of１４．５％ for questionnaire group was significantly higher than that for non-selected group of

６．７％（p＜０．０１）. The occupation-related and opportunistic screening rate was estimated by the postcard

reply, and the rate was９．０％ for questionnaire group. The rate was significantly higher than４．２％ for non

-selected group（p＜０．０１）. The consultation number of population screening by postcard reply（６０

persons） was almost corresponding to the actual number by municipality survey（６１persons）. Then the

rate by postcard reply was５４．１％ and was about ４ times compared with the actual screening rate. It

might be indicated that only a questionnaire survey affected screening rate because the screening rate for

questionnaire group was significantly higher than that for non-selected group. And because almost every

consulted people replied to the postcard, the estimated screening rate by postcard survey was affected by

collection rate. Occupation-related and opportunistic screening rate could be estimated depending on the

analysis of questionnaire result．

Key words : lung cancer screening, screening rate, questionnaire , population screening by municipality,

occupation-related and opportunistic screening
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